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Abstract 
In England, there has been no statutory requirement to teach a modern foreign language 
at primary schools. One of the key elements of the National Languages Strategy (2002) was a 
commitment to introduce an entitlement to language learning for every pupil throughout Key 
Stage 2 (7-11 year). To support this aim, the Department for Children, Schools and Families 
(DCSF) has been working with key partners to produce a Key Stage 2 Framework for 
Languages.   
In addition, the National Foundation for Educational Research (NFER) was also 
conducting research on behalf of DCSF to assess the nature and extent of language learning 
provision at Key Stage 2 at schools in England. 
    As a result, languages will become a statutory requirement of the National Curriculum at 
Key Stage 2. In order to fulfill this entitlement, schools will be required to introduce 
languages progressively by year group from September 2011, starting with Year 3. 
    However, a new government announces on June 2010 that “we” do not intend to 
implement to a new primary curriculum from September 2011, and also decides not to 
proceed with the proposed level descriptions which were due to come into force for Key 
Stage 3 from September 2011.    
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はじめに 
EU は、多言語、多文化、多民族の共存と発展、平和と協調をめざすという理念の
下で、言語、文化の多様性を尊重する言語教育政策を推進してきた。そして『2001 年
ヨーロッパ言語年』（The European Year of Languages, 2001）の制定以来、初等教育段階
から「母語＋２か国の外国語教育」の言語政策を取り入れている。当時、すでに EU
の初等学校の 90.5%が外国語学習を行っていた。 
ところが、当時イギリス１）のみが EU 加盟国のうちで、唯一初等学校における外国
語教育を必修にしていなかった。しかし、ここ数年来政府主導により、学校教育にお
ける外国語教育の改革に本格的に取り組み始めてきている。その端緒となったのが、
2002 年に出された「国家言語戦略『すべての国民に外国語学習を－生涯のための言語
－』」（National Languages Strategy for England,“Languages for All : Languages for Life”）
である。それは、今後 10 年間のうちに、外国語を学習する機会を学校教育の場におい
て拡充していく国家的な言語教育戦略であった。その後、全国共通カリキュラム
（National Curriculum）の改訂により、2011 年から初等学校の第２キーステージ（Key 
Stage）（７～10 歳）において、外国語が必修化されることが目指されている。 
そこで本研究では、近年のイギリスの初等学校における外国語教育必修化の動向を、
政府の言語教育政策との絡みの中で明らかにしていきたい。 
 
Ⅰ．イギリスの外国語教育政策をめぐる動向 
１． 早期外国語学習の先駆的取り組みとカリキュラムにおける「ヨーロッパ」の次元
の導入 
 イギリスでは、1960 年代後半から 70 年代初頭にかけて学齢期の児童生徒 1,700 人
を対象に、仏語の早期外国語を行うパイロット計画が企画された。しかし、結果的に
は８歳（初等学校４年生）から仏語を習った生徒が、11 歳（中等学校１年生）で初め
て学ぶ生徒と何ら教育上有意差が見られなかったことから、この試みは頓挫した。２） 
 しかしその後、1973 年のイギリスの EC（当時）加盟以降、外国語のスキルと意義
が次第に認識されるようになる。イギリスは、1988 年教育改革法（Education Reform 
Act,1988）による全国共通カリキュラムを創設したが、ちょうど折りしも、同年 EU 統
合に向けて「教育におけるヨーロッパの次元」（European dimension in education）を取
り入れる決議が採択された。それを受けてイギリスでも、全国共通カリキュラムの創
設に当たって、「ヨーロッパ」を視野に入れたシラバス・カリキュラムを作成すること
が確認されていた。３）        
 当時、サッチャー（Thatcher, M.）首相とともに、全国共通カリキュラムの創設に
鈴鹿国際大学紀要ＣＡＭＰＡＮＡ　Ｎｏ．１７，２０１０66
奔走したベーカー（Baker, K.）教育科学相は、その会議において「多文化・多言語の
共同体としてのイギリスを含むヨーロッパという意識を、児童生徒が持つように育成
する。・・・ヨーロッパの多様な言語について興味を持たせ、運用能力を伸ばす」４）
といった趣旨の発言を行っている。 
 その後、全国共通カリキュラムにおいては、中等学校の 11～16 歳の生徒には外国語
教育を必修と定めた。他方、初等学校の児童７～11 歳を対象とした外国語教育の提供
については、法的拘束性のないガイドライン（guideline）を策定し、1999 年以来その
実施を各学校に任意で委ねてきている。 
２． ナフィールド教育研究財団による外国語教育に関する調査報告書(2000 年) 
 このような取り組みにも関わらず、イギリスは言語政策、特に外国語教育の取り組
みについては、著しく立ち遅れてきた。シャープ（Sharp, K.）は、その理由を次のよ
うに指摘している。５）  
「イギリスでは、外国語の有用性が十分に認識されていない。外国語学習は、教
育のある証しではあっても、必要であるとは考えられていない。英語が世界の公用
語であるという優位性は、イギリス人の外国語学習の必要性と有用性の認識を妨げ
ている。イギリス人は、相手が国際語である英語を話すのだから、自分たちはわざ
わざ相手の言語を話す必要はないと考えている。」 
1997 年に政権に就いたブレア（Blair, T.）は、教育を殊の外重視したが、上記のよ
うな外国語教育の導入に対しても、積極的な政策的措置を講じてきている。その発端
となったのが、1998 年から開始されたナフィールド財団による調査である。 
ナフィールド財団は、政府から委託を受けて 2000 年に報告書『外国語－次世代－』
（“Language：the Next Generation”）６）を明らかにした。その骨子は、次の通りであっ
た。まず報告書では、「イングランドでは、次世代が国内外の雇用市場から弾き出され
ようとしている。彼らは、国語（英語）単一言語主義に固執する少数の偏狭派となる
方向に向かっている」と述べられ、次のような問題点が指摘されている。７） 
・ 国語（英語）のみの学習では、不十分である。イギリスの青少年は、ヨーロッパ
市場で非常に不利な立場に置かれている。 
・ イギリスでは、仏語のみならず、多様な言語能力を必要としているにも関わらず、
教育システムはこのニーズに対応していない。 
・ 政府に一貫した外国語教育への取り組みがなされていない。早期からの外国語教
育に向けて、イギリス全体の計画案がない。 
・ 中等学校の生徒に対して、外国語学習への動機づけが欠けている。10 人中９人が、
義務教育修了年齢の 16 歳で外国語学習を止めている。大学の外国語学部は、廃止
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の危機的状況にある。 
・ 社会人は、外国語学習に熱心であるが、学習システムが整備されていない。 
・ 外国語教員が絶対的に不足している。 
 次いで、こうした現状を踏まえ、次のような提案がなされていた。 
・ 言語運用能力を外国語学習の主たるスキルとする。 
・ 政府が積極的な言語政策を推進する。 
・ 早期外国語学習を認める。 
・ 中等教育における外国語学習のカリキュラムを改善する。 
・ 外国語教員の不足を解消する。 
・ 語学学習と IT の連携システムを構築する。 
・ 外国語学習の能力評価基準を策定する。 
・ 政府に対して、第２キーステージ（７歳）からの外国語学習を勧告する。 
 一方、ナフィールド財団による早期外国語学習の提案に対して、財源や実施に当た
ってのインフラの不足等により、時期尚早とする声も見られた。例えば、資格・カリ
キュラム機構（Qualifications and Curriculum Authority：QCA）による調査分析によれ
ば、その問題点として、①外国語学習の時間確保の困難さ、②専門教員の絶対的不足、
③教員研修の問題、④初等学校から中等学校への接続・連携の不安等が指摘されてい
た。８） 
３．イングランドの言語教育・国家戦略『すべての国民に外国語学習を－生涯のため
の言語－』 
こうした批判にも関わらず、ナフィールド財団の調査報告書を受けて、2002 年教育
雇用省（Department of Education and Employment：DfEE ）は、「イングランドの国家
言語戦略『すべての国民に外国語学習を－生涯のための言語－』」を策定し、国民の外
国語学習に対する意識の高揚、外国語教育の振興・発展を目指す政府の行動計画を発
表した。９） 
その際、教育次官アシュトン（Ashton, B.C.）は、その意義について次のように述べ、
初等学校の第２キーステージから、外国語教育を積極的に導入することを明らかにし
ていた。 
「グローバル化する今日の社会において、国語（英語）以外の言語を理解し、コミ
ュニケーション能力を向上させることは、きわめて重要である。多様な言語は、社
会において文化的言語的豊かさをもたらし、人間性の涵養、相互理解、国際協力、
さらには地球市民としての意識の高揚に寄与する。」 
また、早期外国語教育については、次のような考えが表明されている。 
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「子どもたちの言語修得能力や言語に対する興味・関心が高まれば、早期言語教育
の機会を提供すべきである。子どもたちが、語学学習を受け入れることができる最
も早い時期に、その適性を開発すべきである。」 
そして、以下のことを 10 年内に達成するとされていた。 
・ 初等学校の第２キーステージに外国語教育を導入する。 
・ 第２キーステージで、少なくとも外国語１か国語を修得させる。 
・ 外国の文化に対する興味・関心を高める。 
・ ネイティブ・スピーカーの教員や e‐ラーニングなどを活用した質の高い学習の
機会を提供する。 
・ 11 歳までに、「ヨーロッパ言語共通枠組要領」（European Common Language 
Framework）に示されている言語運用能力の基準レベルに到達させる。 
・ 全国共通カリキュラムの基準レベルの能力を培う。 
・ 第２キーステージの外国語学習プログラムには、EU公用語の少なくとも１か国語
を含める。 
・ ICT を有効に活用する。 
 この他「国家言語戦略」では、初等学校における外国語教員の配置についても急務
とされており、（ア）初等学校の外国語教員が不足しており、教員養成が急務になって
いる。（イ）外国語指導の専門家を配置する。（ウ）中等学校から外国語教員を派遣す
る。（エ）外国語助手・外国語大大学院生を活用する。（オ）企業、高等教育機関、地
域社会から指導者を募る。（カ）初任者・現職教員の研修を充実させることも提案され
ていたのである。 
 ところで、外国語として取り上げるべき言語としては、仏語は言うまでもなく、独
語、スペイン語、あるいはイタリア語が最も一般的であるとされていた。また、可能
ならばアラビア語、中国語、ポルトガル語、露語も提供することが勧告されている。 
なお、外国語教育における学習到達目標としては、次のような事項が掲げられてい
る。 
【初等学校修了までに修得するスキル】 
① 聴く・話すスキル 
・ 語彙、文法、音声面で言語の異なる要素を識別できるスキル 
・ 簡単な状況や場面で基礎的な言語機能を用いて、コミュニケーションができるス
キル 
・ 自己紹介、挨拶、時制を用いて話したり、時間や空間に関する表現ができるスキ
ル 
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② 文化的スキル 
・ 外国の生活について知識を得、自国とは異なる国の習慣について理解し、その国
の言葉で表現できるスキル 
【中等学校における外国語教育】 
・ 第３キーステージ（11～13 歳）の生徒に質の高い指導、学習を行う。 
・ 第４キーステージ（14～15 歳）における柔軟なカリキュラムにおいて、学習成果
を高める。 
・ GCSE及び GCE－Aレベルの試験に対応できる語学力を身に付ける。 
【中等学校修了までに修得するスキル】 
・ 現代外国語の２か国語において、同じレベルのスキルを修得する。これには、言
語上のスキル、コミュニケーション・スキル、文化的スキル、ICT及び e‐ラーニ
ングのスキルが含まれる。 
 
Ⅱ．現行の全国共通カリキュラム（2010 年） 
１． 教育課程の概容 
 現在イギリスの教育課程の概要は、以下の通りである。１０） 
基礎ステージ  （FS）           ０～ ４歳  就学前教育  
第１キーステージ（KS１） 第 １～２学年  ５～ ６歳  初等教育 
第２キーステージ（KS２） 第 ３～６学年  ７～10 歳  初等教育 
第３キーステージ（KS３） 第 ７～９学年  11～13 歳  中等教育 
第４キーステージ（KS４） 第  10～11 学年  14～15 歳  中等教育 
現行の全国共通カリキュラムは、次の表１に示す通りである。なお、外国語につい
ては、基礎科目（Foundation Subject）として当初から必修であるが、学年配当におい
ては、近年その位置づけが著しく変化している。 
表１．現行の全国共通カリキュラム  ○：必修  ●：選択 
教科名／キーステージ １ ２ ３ ４
 
基幹科目 
算数・数学 ○ ○ ○ ○
国語（英語） ○ ○ ○ ○
理科 ○ ○ ○ ○
  
基礎科目 
 
デザイン・テクノロジー ○ ○ ○ ○
情報教育 ○ ○ ○ ○
体育 ○ ○ ○ ○
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 基礎科目 
歴史 ○ ○ ○  
地理 ○ ○ ○  
美術 ○ ○ ○  
音楽 ○ ○ ○  
市民教育   ○ ○
現代外国語（*）（**）  △ ○ ●
（出典、国立教育政策研究所編「外国語カリキュラムの改善に関する研究－諸外国の
動向－」、2004 年、18ページより一部修正加筆） 
＊全国共通カリキュラムの改訂により、第４キーステージの外国語（●）は 2004
年度から選択科目へ変更された。   
＊＊全国共通カリキュラムの改訂により、第２キーステージの外国語（△）は 2011
年度から必修科目化される予定であった。（ただし、2010 年の政権交代により、
目下その動向は流動的である。） 
２．「外国語」の教育課程上の位置づけ 
（１）概要 
現代外国語（Modern Foreign Language）は、第３キーステージと第４キーステージ
に位置づけられている。 
その内訳は、各学校が EU の公用語である 10 の言語（デンマーク語、オランダ語、
仏語、独語、現代ギリシア語、イタリア語、ポルトガル語、スペイン語、スウェーデ
ン語、ノルウェー語）のうち、どれか１つでも提供していれば、どのような外国語を
履修させてもよいことになっている。ただし、学校で提供されていない外国語は多い。 
この他、アイルランド・ゲール語、ペルシャ語、スコットランド・ゲール語、ウェ
ールズ語がある。 
全国共通カリキュラムには、到達目標のガイドラインが設けられているが、外国語
別にはなっていない。例外的に中国語と日本語は、漢字の語彙数などの特別な記載が
なされている。 
（２）配当学年 
生徒は、第３キーステージと第４キーステージにおいて、5 年間のうちで 1 か国ま
たは複数以上の外国語を学習する。 
外国語の授業では、学習言語を使用し、その言語を用いて応答することになってい
る。文法の説明や国語（英語）との比較対照時等、必要な時以外は国語（英語）を使
用しない。 
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第３キーステージでは、少なくとも１か国の外国語を学習し、「聴く」「話す」「読む」
「書く」の四技能の基礎を学ぶ。このステージでは、外国語の音声、つづり方、文法、
ロールプレイ、会話、作文、文化意識（cultural awareness）の基礎を培う。 
第４キーステージでは、四技能の深化に伴い、文法や表現方法を用いて、自発的な
言語活動を行い、外国語学習の発展が期待されている。 
なお、2004 年のカリキュラム改訂により、第４キーステージの現代外国語の取り扱
いについては、将来の職業に関する学習に重点を置くことを希望する生徒に対しては、
現代語の学習の中止を認める措置が講じられている。 
（３）配当授業時数 
全国共通カリキュラムでは、すべての教科において、授業時数が定められていない。 
各学校では、教科や教材への時間配分を自由に決定することができる。 
（４）履修の方法 
各学校では、どの外国語を開講するかの裁量が任されている。教科書検定制度も存
在しないため、使用する教科書も各学校で決定することができる。 
（５）目標、内容等の示し方 
①目標、内容等の示し方 
現代外国語における到達目標は、「各キーステージの最終段階において、生徒の能力
や発達の差に関係なく修得される知識、技能及び理解」とされている。到達目標は、
８つの段階で示され、最上位のレベル８の上に「例外的到達レベル」も設けられてい
る。 
第３キーステージでは、各レベルが生徒の成績の基準とされている。第４キーステ
ージでは、GCSE が生徒の成績の到達度を測る基準とされている。 
②キーステージ別の目標・内容 
［初等教育］ 
第２キーステージでは、現代外国語は正規の基礎科目ではない。しかし、約 20％の
初等学校が外国語を供している。教育雇用省と資格・カリキュラム機構（DfEE・QCA）
の共同ガイドライン（2000 年）では、「聴く」「話す」「読む」「書く」ごとに以下のよ
うな到達目標が掲げられている。 
［中等教育］ 
第３キーステージと第４キーステージでは、到達目標（「聴く」「話す」「読む」「書
く」）が示されている。 
第３キーステージでは、到達目標のレベル３～７が生徒の到達目標であるとされて
いる。レベル３の修了段階で、QCA の評価基準に基づいて、学校が評価を行い、生徒
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に結果が通知される。 
第４キーステージでは、到達目標のレベル５～６が生徒の到達目標であるとされて
いる。レベル４の修了段階で、GCSE の試験を生徒が受験し、その結果が生徒の評価
とされている。 
（６）内容構成（学習プログラム） 
全国共通カリキュラムでは、学習プログラムとして、①学習する言語についての知
識の修得、②言語技能の向上、③言語修得技能の向上、④文化意識の向上、⑤学習の
幅が挙げられている。 
４． 中等教育（後期）における「現代外国語」の選択科目化 
教育雇用省は、2004 年度から第４キーステージにおける現代外国語を必修科目から
外し、選択科目化している。 
それに先立って、2003 年に言語教育関連団体によって行われた調査（「外国語教育
の動向」（Language Trends））では、第４キーステージにおける公立中等学校の現代外
国語の学習状況が次のように明らかにされている。 
・ アンケートに回答を寄せた 43％の中等学校が、すでに現代外国語を選択教科にし
ている。特に総合制中等学校では、60％に達している。 
・ 経済的に恵まれない地域の学校や GCSE の成績が低位の学校では、第４キーステ
ージでの外国語教育には消極的になっている。 
 本来 16 歳における外国語必修外しは、より多くの生徒に義務教育修了以降も学習を
継続させることを意図したものであり、その幅が広がることにより、事実 GCSE の成
績向上にもつながっているとされている。 
ただし、2006 年に出された「『国家言語戦略』の振り返り」（Languages Review）に
おいて、ジョンソン（Johnson, A.）子ども・学校・家庭相は、「国語（英語）以外の言
語を用いて海外との取引に従事する者にとっては、外国語は一種の参政権であり、仕
事上の人間関係を支え、自らの文化的理解によって自国を超えていく人々である」と
して、外国語学習のニーズを必要とする者に対するその意義は否定していない。１１） 
 
Ⅲ．初等学校（第２キーステージ）における外国語の導入 
１． ナフィールド財団による「第２キーステージにおける外国語必修化実施に関する
縦断的調査（2006～2008 年） 
ナフィールド財団は、子ども・学校・家庭省（Department for Children, School and 
Families：DCSF）より、第２キーステージにおける外国語学習について、3 年間の縦
断的調査」（Longitudinal Survey of Implementation of National Entitlement to Language 
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Teaching at Key Stage２）を行うよう依頼を受けた。2006 年には 7,899 校のイングラン
ドの公立初等学校を調査対象に抽出し、2007 年には回答のあった 4,047 校、2008 年に
は 3,535 校を対象にした。調査事項は（a）外国語学習の実態、（b）「国家言語戦略」
の進捗状況に関するものであった。 
調査結果は、2009 年にデアリング報告書（Dearing Report）としてまとめられ、その
概容については次の通りである。１２） 
・ 2008 年度には、92％の学校が、授業時間内に外国語を学ぶ機会を第２キーステー
ジの児童に提供している。2007 年度の調査と比べると 8％上昇しており、2006 年
度と比べると 35％の増加である。 
・ 2006 年度には、「外国語学習の機会を提供していない」と回答していた学校のう
ちで、半数以上が 2008 年度には、「全学年にわたって外国語を提供している」で
は 37％、「一部学年」では 17％となっている。 
・ 2008 年度に授業時間内に外国語学習の機会を提供した 10 校中９校までが、現行
の制度（外国語の導入）は、「継続可能であることにきわめて自信がある」または
「ほぼ自信がある」と回答している。ちなみに、この数値は 2006 年度には 26％、
2007 年度には 35％であった。 
・ 外国語学習の機会を提供している学校の半数以上が、2011 年までに第２キーステ
ージにおける必修化の要件を満たす準備が可能であると考えていた。しかし他方
で、４分の１が必修化の要件を満たすのが難しいと回答していた。 
・ 仏語は、以前にも増して提供される最も一般的な外国語である。外国語の学習機
会を提供する学校のうち、10 校中９校が仏語を供しており、スペイン語は 25％、
独語は 10％であった。 
・ 外国語学習の機会を提供する困難に直面する学校、例えば無償の学校給食受給資
格を有する貧困家庭の児童の多い学校や、第２キーステージで学業成績の低い児
童が多く在籍する学校、さらには追加言語として国語（英語）修得の必要のある
移民の子弟の多い学校は、躊躇する傾向にある。（このような学校は、3 年間の調
査期間の間に微増していた。） 
・ 評価方法については、使用している学校は少ない。 
・ 第２ステージから第３ステージへの外国語学習の移行は、依然として未発展の段
階にあると考えられている。このことが、多くの学校にとって目下関心の的であ
る。 
２．全国共通カリキュラムの改訂－第２キーステージにおける外国語の導入－ 
（１）第２キーステージにおける外国語の導入（Introducing Languages at Key Stage２） 
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 初等学校の第２キーステージにおける外国語教育必修化に当たってボールズ（Balls, 
E.）子ども・学校・家庭相は、次のように述べている。１３）  
「2007 年３月、私（現子ども・学校・家庭大臣）の前任者（ジョンソン（Johnson, A）
前大臣）が、デアリング卿（Lord Dearing）の勧告を受け入れた。すなわち、我々が
今度初等学校のカリキュラムを改訂するときは、第２キーステージにおいて外国語
を必修にすべきである。外国語を含む幅の広い科目の導入によって、学校にとって
運営し易く、児童にとって一貫した、斬新的な（progressive）学習経験を提供すべ
きことが重要なのである。」 
まずデアリング報告書では、イギリスがますます言語的に多様化に直面しており、
2007 年には国語（英語）以外の言語を母語にする児童の割合が、13.5％になっている
ことが明らかにされている。しかし、それにも関わらず、国語（英語）は世界で広範
に使用される言語であるという事実が、他の言語を学ぼうとする動機づけの段階に悪
影響を与え続けている。このことは、我々が子どもたち自身の生活や世界を取り巻く
自分以外の人たちの生活を見聞きするために、すべての子どもたちに他の言語を学ぶ
機会を与えることがそれだけ一層、重要で有らしめている、と指摘する。１４） 
デアリング報告書が出された段階で、初等学校の約 70％がすでに外国語を教えてい
るか、あるいはその計画を有していた。2007 年秋までに、第２キーステージにおける
外国語教育に取り組んでいる初等学校の割合は、2007 年の第２キーステージにおける
調査と比べると、84％に増加している。１５） 
他方、外国語を提供していなかった学校においても、外国語が放課後の部活動を通
じても学習可能になっており、レセプション・クラスや第１キーステージにおける早
期外国語学習の事例も見られた。 
第２キーステージにおいて、必修として外国語を加えることは、負担と見る向きも
ある。しかしながら、上記のように初等学校の多くが必修化に先行してすでに外国語
を提供している。「初等学校における外国語の教授・学習が、子どもたちによって楽し
まれ、彼らの文化的理解、言語・読み書き技能、より一般的な学習方法（strategy）や
学習指向（disposition）を発展させるものとして、初等学校の校長や教師たちに有益で
あると見なされている」１６）のである。 
早期外国語学習の利点については、会話によるコミュニケーション・読み書き能力
の支援（Supporting spoken communication and literacy）につながるとして、同報告書で
は次のような積極的な評価が下されている。１７） 
5.5 言語は、コミュニケーション（「話す」「聴く」「読む」「書く」）のための手段
であるので、新しい言語を学ぶことは子どもの母語の熟達を強める。 
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5.6  読み、書きの技能は、話すというコミュニケーションの発達に支えられ、強化
される。これらの技能は、子どもたちが音声を新しい言語に関連づけたり、 読
みやつづり方にこの知識を応用するにつれて、磨きをかけられるようになる。 
 このように外国語学習が、国語（英語）の理解、コミュニケーションや言語学習に
も効果的に作用すべきであるとしている。さらに、言語がどのように作用するかを子
どもたちに理解させる能力を発展させることのみならず、異なった文化や社会で生き
ていくために言語を学んだり、使ったりすることも重視されている。 
この他、第２キーステージの終わりまでに、子どもたちには次のことが教えられる
べきであるとされている。１８） 
・ 人がしゃべる内容の要点を理解すること 
・ 自分たち自身の意見を表明し、他者の意見に応答しながら、会話に取り組むこと 
・ 自己を表現する適切な方法を選択しながら、広範な聴き手に対してさまざまな考
えや情報を提供すること 
・ 自分たちが読んだ読み物の要点といくつかの詳細な点を理解すること 
・ 身振り手振りを交えながら、大きな声で正確に読むこと 
・ 言語の音声と綴りの間の関係を認識し、応用すること 
・ 自分たち以外の他の文化を強調し、他の他者が自分たちの生活様式をどのように
見るのか想像すること 
・ 自己の行為や態度を異なった文化と比較し、他者に対する尊敬の念の意義につい
て省察すること 
（２）第２キーステージにおける外国語の種類 
デアリング報告書は、１～２か国の言語だけを教えることに学校が集中すべきこと
を勧告している。他方、１～２か国語を学習するだけに限定せず、むしろ児童には彼
らが中等学校に入るとき、広範な言語学習に対する関心を築くために、ラテン語を含
む６～７か国語を学ぶ経験をさせるべきとの主張も見られた。 
例えば、ASCL（Association of School and College Leaders: ASCL）は、言語学習プロ
ジェクトを立ち上げ、多文化意識モデルを提唱している。このモデルでは、子どもた
ちは、4 年間の第２キーステージにわたって、ロマンス系言語（仏語、スペイン語）、
ゲルマン系言語（独語）、東欧系言語（露語、ポーランド語）、インド系言語（パンジ
ャブ語、ウルドゥ語）のような異なった言語広範な言語を経験すべきであるとしてい
る。このモデルでは、いくつかの言語のうちの１つがラテン語であることが強く勧告
されており、エスペラント語を教えることが有益であると考えている学校も見られた。 
しかしながら、全国外国語機構（National Centre for Languages: NCL）は、「多言語意
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識モデル（multilingual language awareness）には賛成しないが、学校の置かれている地
域の言語について調査し、尊重することが重要であることを認める」１９）と述べてい
る。  
この結果を踏まえ、同報告書では「子どもたちに対していくつかの言語学習の機会
を学校から奪うものではないが、彼らが 4 年間に学習プログラムに沿って外国語学習
の成果を確実なものとするためには、１～２か国語に集中して学習すべきである」２０）
という助言を行っている。 
（３）初等学校の外国語担当教員の資質能力と中等学校への外国語学習の移行 
デアリング報告書では、「１～２か国語を提供すべきであるという勧告が、もし実施
されれば、児童と生徒の学習の一貫性を促し、子どもたちの先行学習と、その後の学
習計画を立案する学業達成のこれまで以上の明確な見通し（picture）を中等学校の教
師に供することになるであろう」２１）と述べられている。つまり、このことによって、
児童の先行学習が中等学校における外国語学習に効果をもたらすことが期待されてい
るのである。 
また、同報告書では、初等学校の言語学習が発展するための必要欠くべからざるも
のとして、教材、地方教育当局の支援のみならず、現職教員の研修を重要な資源
（resources）であると見なしている。どのような教科についても、良き言語教育は教
員の質に左右される。初等学校教員の言語技能を強化することが、「国家言語戦略」に
とって最も重要な 1 つの課題となってきている。 
勿論、目標となる言語を教えるために、高度な言語レベルにまですべての初等学校
教員を研修することは、たとえ教師が自ら進んで参画をするとしても、とても払えな
い程の費用を必要とする。ましてや、外部の言語の専門家（中等等校、その他の教員）
にもっぱら頼ることは、筆舌に尽くしがたい程の経費を要する。 
したがって、このような理由により、同報告書では多様な意見の混じった折衷的な
アプローチが提案されている。そこでは、初等学校の担当教員の中枢的な役割を、中
等学校の教員や語学専門教員、助手（TA）、ICT を含む高度な語学能力や適切な資質
能力を兼ね備えた外国語の助手が支援するというものである。２２） 
他方、初等学校の現場や校長は、外国語教育において初等学校教員の役割を高める
ことを好む傾向にある。彼らは、初等学校教員の潜在的な言語の専門的力量がしばし
ば考えられていた以上に大きいと確信する傾向にある。「国家言語戦略」は、当初初等
学校教員の 10％程度が一定の言語能力をもっていると見積もっていたが、最初の調査
によれば、その数値を 17％に修正し、これでもまだ低い評価であるとしている。２３）
（程良い支援が得られれば、初等学校の教員は到達目標にまで達するという楽観論が
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学校現場には存在する。） 
 
おわりに 
 イギリスにおける近年の初等学校における外国語教育導入の動向は、奇しくもわが
国にける 2002 年の文科省「『外国語が使える日本人』育成のための戦略構想」や 2011
年からの小学校における「外国語活動」の導入と酷似している。 
 しかしながら、イギリスでは全国共通カリキュラムにおいて学習の到達目標や到達
度の評価テストが明示されており、「〇〇〇することができる」（“can-do-statement”）
方式の言語ポートフォリオも開発されつつある。これに対しわが国の場合は、本来学
習指導要領が教師の教えるべき事柄を記載したものであって、児童生徒の修得すべき
学習内容や到達度ではないため、単に「コミュニケーション能力を身に付ける」「外国
語や外国の文化に慣れ親しむ」といった類の程度しか学習成果が期待できない。語学
修得の目標は、国際化に対する課題解決の１つの解答であるかも知れないが、今後の
イギリスの早期外国語学習の成果と行方をわが国のケースを睨みつつ、注意深く見守
りたい。 
 また、2011 年５月の総選挙の結果、イギリスにおいても 1997 年以来政権の座にあ
った労働党から保守党・自由民主党の連立政権へと政権交代が行われた。それにより、
当初 2011 年９月より実施予定であった全国共通カリキュラムの改訂については、しば
らく凍結し現行の制度を継続することを趣旨とする通知が６月に政府から出されてい
る。24)新政権は、選挙マニフェストにおいて教育の重視、親の学校選択権のより一層
の拡大、フリースクールの設置認可の柔軟化などの実現を求めているが、外国語学習
必修化については、今後どのような政策を打ち出してくるのか、その方向を見極める
必要があろう。 
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